
報告日 令和6年11月29日

報告回次 3日目

１．申請団体情報

１－１．申請団体

団体名 代表者名 髙橋　重美

担当者部署(属性) 企画担当 担当者部署名 総務企画課まちづくり推進室 連絡先電話番号 0233-43-2111

担当者役職 主査 担当者氏名 二戸　頼朝 連絡先E-mail 　

住所

１－２．推薦団体（「区分」が「協議会」または「NPO・商工会・大学等」の場合のみ入力）

団体名 連絡先部署

担当者氏名 連絡先電話番号 連絡先E-mail 　

１－３．支援を求める内容

支援方法 具体的課題への支援 事業名（予定）

概要

支援を求める

分野

２．地域情報化アドバイザー派遣実績

２－１． 期日・支援内容の変更あり 受付番号 変更後の派遣日 変更後に実施した支援内容 実地/オンライン

対応日・時間 有 214 令和6年11月21日 事前打合せ＆支援・助言 実地

派遣日予定日（申請書より） 支援内容（申請書より） 開始時刻 終了時刻 内休憩時間（分）

令和6年12月3日 支援・助言&フォローアップ(実地) 9時00分 12時30分 0

活動時間（分） 210

２－２． 会場名 最寄駅 同上

派遣場所 所在地 最寄駅からの交通手段 同上

３．派遣アドバイザーに対する評価と要望

アドバイザー

評価

４．依頼内容及び支援を受けたことによる成果・効果

４－１．支援を受けた対象者 属性（職員、一般、企業等）について【自由記述】 合計人数 4人

属性 自治体職員 住民 企業・団体 その他(学生など）

人数 4

４－２．支援を受けるにあたって目指した成果と実勢に支援を受けたことで改善又は解決した成果・効果

　事業の課題・問題点

　（具体的にご記入下さい）

支援により目指す成果

　（具体的にご記入下さい）

アドバイザー
への要望事項

同上

同上

　町で策定している第5次最上町総合計画の中では、ICT利活用について記述があるが、策定年度当時
の状況をもとに記述されているため、現状に合っているとは言い難い。今後町が目指すべき方向を定
める指針とするため、最新の状況に照らし合わせながら内容を再検討する必要がある。

　第5次最上町総合計画の中にある施策「ICTの活用と電子行政の推進」、「情報発信と広報広聴の強
化」について、記載内容が現状と乖離している部分がある。後期基本計画策定にあたり、自治体DXを
取り巻く環境や、今後町が目指すべき情報発信の姿を今一度整理して、住民サービス向上に結び付く
ように計画の見直しを図りたい。

999-6101　山形県最上町向町

支援を受けたアドバイザーに対する評価をお願いします。

栗城　和也

大変よい

上記評価の理由
（どのようなと
ころがよかった
か等詳細に）

最上町で策定している第5次総合計画(2021→2030)の後期基本計画を2025年度に策定するにあたり、前期基本計画に記載の
あったICT活用と情報発信の計画を、自治体DXを推進するような内容に修正するため、アドバイザーより助言をいただきたい。

計画策定支援 人材（DX推進のための機運の醸成） 人材（DXに関する知識習得・研修・育成） 人材（外部人材活用） 行政手続
オンライン化 デジタルデバイド対策 ICT活用広報

後期基本計画策定

令和６年度　地域情報化アドバイザー制度活用報告書

　地域情報化アドバイザー制度の活用実績について、下記のとおり報告します。

記

山形県　最上町



アドバイザーに支援を受けた内容

　（具体的にご記入下さい）

支援を受け改善又は解決された内容

（具体的にご記入下さい）

具体的な成果物

改善又は解決されなかった内容

持ち越しとなった内容

（具体的にご記入ください）

アンケートの内容と分析結果

４－４．事業の最終的な目指す姿

５.報告書に関しての地域情報化アドバイザーホームページ「派遣事例」への掲載許可

掲載許可

なお＜その他＞を選択した場合、具体的な記入が必要となりますのでご注意下さい

６．地域情報化アドバイザー支援の様子

今回の派遣における地域情報化アドバイザーの支援の様子がわかる「写真（JPEG）」を次ページに数枚程度貼り付けて下さい。

４－３．今後の計画 最も当てはまるものリストより選択下さい ⑤その他

最も当てはまるものをリストより選択下さい。 ⑦その他

　具体的な成果物とまではいかなかったが、道筋はだいぶはっきりしてきたので、いただいた提案を
もとにビジョンが作れるよう検討を重ねる予定。

　特になし。

講演・セミナー又は個別の事業支援の実施にあたりアンケートを行った場合は、その内容と分析結果
についてご記入下さい。（ＥＸＣＥＬやＰＤＦでの分析結果を添付されても結構です。）
アンケートを行わなかった場合はその理由をご記入下さい。

　必要なしと判断したため、アンケートの実施は無し。

　今年度中のビジョン策定に向けて作業を進める。

https://www.r-ict-advisor.jp/cases-case-
good_practices/past_year_all_houkoku/○掲載可

　「自治体DX推進による住民サービスの向上」については、公式LINEやアットインフォカナルなどの
デジタルツールのそれぞれの意義と使い方を明確化するべきとのアドバイスをいただいた。また、同
時にデジタルデバイド対策のため、住民向けのスマホ勉強会などを実施する必要があることもご指摘
いただいた。
　「多彩な手法による情報発信と広報広聴の更なる強化」については、広報紙・町のホームページ・
SNS・アットインフォカナルなどのツールを、それぞれの特徴を整理したうえで活用していく旨を、
今後策定予定の「最上町がめざすデジタル社会にむけたビジョン（仮）」に盛り込むことをアドバイ
スいただいた。

　目指すべきビジョンの方向性が、「つながりでつくる、便利で豊かな最上町（仮）」に決まり、重
点項目として地域社会のデジタル化、デジタルデバイド対策、BPRの取り組みの徹底を組み込むこと
を確認した。今後の策定に向けた工程表は、上記重点課題を中心に優先順位をつけながら作成に取り
掛かることとなった。また、これらのデジタル施策に取り組むうえで必要になる、職員のスキルアッ
プに向けた研修内容についての提案もいただいた。

　町が目指すデジタル社会に向けたビジョンを作成する。
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